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研究成果の概要（和文）：はじめに姿勢の保持，特に静止した立位，椅子座位の保持をまず訓練

対象とすること，市販のゲーム機ハードの応用を念頭に開発すること、常同行動に配慮するこ

とが適切との知見を得た。次に基本姿勢から身体コントロールの巧緻性向上にいたる過程を整

理、具体的な設計を行い、２種類のゲームソフトウェアを試作した。これを試用しながら効果

の検討と評価、改良点の抽出と実用化に向けて必要となる開発事項の整理を行った。実際の教

育実践への試用を通じ一定の効果が確認された。 
  
研究成果の概要（英文）：At first, development concept is decided as following three points; 
(1) Body posture control, especially, static standing posture and static sitting posture 
on chairs should be trained first. (2)It is recommended that application of the commercial 
game console hardware is considered enough. (3) The game should not induce stereotypy 
of ASD. Under these concepts, two prototypes of game are developed. Through trial using 
of these prototypes in a special needs educational school, usefulness was confirmed, and 
some problems to be improved were discovered. 
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１．研究開始当初の背景 

身体障害については従来から工学的な支
援機器の研究が多く行われてきており、筋電
義手やロボットスーツのように実用化され
ているものもある。これに対し、自閉症や学
習障害などの発達障害の支援については、工
学的手法の導入が遅れている。 

その背景として第一に、発達障害、特に知

的障害を伴わないものについてはとりわけ
顕著であるが、これが支援を必要とする障害
であるということ自体がほとんど認識され
ていなかったということを指摘しなければ
ならない。すなわち、発達障害者支援法が平
成 17年に初めて施行されたことにもあらわ
れているように、ようやく近年になって発達
障害も支援されるべき障害とみなされるよ
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うになったことが挙げられる。また、発達障
害は外見からはわかりにくいうえ、機器によ
って機能を補えば足りるというものでない
こと、さらに身体障害と大きく異なる発達障
害固有の特徴として、同一の診断名でも症状
の現れ方、状態像が非常に個々人によりまち
まちであるため、支援に当たっては個別対応
に終始せざるを得ないということも手伝っ
て、工学的支援の導入が遅れているものと考
えられる。 

近年、成人した発達障害者自身によって著
された手記類が海外においても国内におい
ても出版されるようになり、発達障害者自身
からみた困難さが知られるようになってき
た。これらを通じて、多くの発達障害者が感
覚に過敏性を持っていたり、自分の身体がう
まくコントロールできないという困難を持
っていたりすることが知られるようになり、
発達障害もその意味で身体障害といえるの
ではないかという見方が専門家の間で盛ん
に言われるようになってきている。特に自閉
症の場合、感覚の訓練や身体のコントロール
能力を向上させる練習をすることで、社会性
の困難の軽減にも役立つとの報告もあり、身
体機能、知的機能、社会性の機能が相互に関
係しあって生活上の困難が軽減されるよう
な訓練方法が存在する可能性がある。本研究
の研究者らの所属機関においても、この点に
関してすでに先行研究が行われており、本研
究によって先行研究の成果を具体的に普及
させる有効な手段となることが期待される。 

また、社会問題化しているいじめ、非行、
引きこもりや学級崩壊などの背景にも、実は
発達障害に起因する不適応が潜んでいて、成
長過程や成人後にいたっても当人は二次障
害として苦しんでいて、真の問題はそちらに
ある場合も相当数あるのではないかとの指
摘がなされるにいたっている。 

発達障害者のうちでも心身の成長段階に
ある発達障害児の支援は、しばしば「療育」
と呼ばれる形で、家庭、教育機関、医療機関、
行政機関などでそれぞれに行われており、専
門家を介する場合も多い。しかし、それぞれ
の療育場面の相互間で有機的な連携の下に
効果的な支援が行われているとは言いがた
い現状である。支援に関する情報を共有し、
共通に利用できるようなシステムが欠如し
ているため、それぞれの場面の支援者が各個
ばらばらに支援を行わざるを得ない状況で
ある。そのため、重複が生じて無駄が多い、
また当事者が時間を多く過ごす家庭生活場
面では非専門家である保護者が支援するこ
ととなるために本人の能力の向上に資する
ような支援効果が上がりにくいなどの問題
がある。このため総合的支援システムの必要
性が研究分担者の所属機関の先行研究で明
らかにされている。この点に関しても、工学

的観点を導入することにより、多くの当事者
にある程度共通的なツールが開発・提供され
る可能性について検討が急がれる。このよう
なツールが実現できれば、全体的な底上げに
つながるし、ひいては個別の支援においても、
共通的なベースの上に立つことで、より当人
の能力を高めるに資する支援が提供できる
ようになると考えられる。 

さらに、これを発展させ、支援を設計する
上で必要なアセスメントから必要な支援手
段、効果の評価、次の支援計画へのフィード
バックといった諸機能を包含するデータ共
有システムを構築することも有用である。 

現在においても優秀な専門家は、個々の対
象者に適切なアセスメントを行い、本人の現
有能力を有効に生かし利用しながら、障害に
起因する生活上や学習上の不都合を軽減し
成長を促進し、本人の人格的成長にも寄与す
るような個別支援を設計することが出来る。
しかし、あくまでも個別対応の中で行われて
いるため、優れた専門家の優れた支援実践も、
一般に他の当事者への支援に反映されにく
い。 

その一方で十分な支援効果の上げられな
い支援者の場合、上記とは反対に、適切な支
援を設計できず、ときには不適切な介入を行
うこととなり、その結果当事者本人の能力の
発揮や不都合の軽減を妨げてしまう。それだ
けでなく、不適切な支援行為に起因する支援
の失敗・効果の上がらないことを当事者の不
真面目に起因するものとの誤解や責任転嫁
から当事者を叱責し、それが当事者の人格を
傷つけ、自信喪失・意欲の低下を招いたり、
さらに社会的不適応や引きこもり、二次障害
を引き起こす原因になったりする危険すら
ある。 

これらは両極端であるとしても、平均的な
支援者の場合、その中間に熱意や意欲はある
が、アセスメントの方法や解釈、支援設計に
必要なスキルが優秀な支援者よりは少ない
ために、結果として最良の支援者が行う支援
よりも無駄や遠回りをしてしまい、支援者・
当事者本人双方の労力の割に少ない効果し
か上げられない支援が多く行われるという
結果を招く。 

問題は、当事者や専門家でない家族の立場
から見たとき、効果的な支援がなされるかど
うかが、当事者のその後の一生に渡る生活の
質に影響する重大な事項でありながらたま
たま出会った支援者の個人的な資質に大き
く左右されてしまうという不確実性にある。 

工学的な観点を導入することにより、優れ
た支援者の個別対応の実績を収集した中か
らある程度汎用性のある普遍的な要素を抽
出し、あわせて機器を補助的な媒体として併
用することで、全体の支援の質のばらつきを
減らし、当事者の受けられる支援の質的向上



を図ることが求められている。昨今ようやく
このような観点に立った研究が一部に行わ
れるようになったに過ぎないのが実情であ
る。 

さらに近年、玩具としての家庭用ゲーム機
械の普及が著しいが、これらの機械は使用者
にモチベーションを提供するのに適してい
る。特に、後述するように発達障害児には他
動性・衝動性による困難を持つものがあり、
ゲームのモチベーション効果を利用するこ
とにより、集中して訓練できるのであれば、
健常の子供に対するよりもゲーム性のある
手法を導入する必要性が高いといえる。 

最近ではいわゆるシリアスゲームと称さ
れるような、遊戯性を求めるよりも学習的な
使用法を主として想定したソフトウェアや
ヘルスケアソフトの開発も盛んであり、研究
や実験が行われている。これを適切に利用す
ることを通じて、上述した療育上の各場面、
すなわち家庭、教育機関、医療機関、行政機
関などにおける支援を連携させると、より一
貫した効果の高い支援が実現できる可能性
があり、当事者のQOL向上のために一刻も早
い研究が求められている。 

ただし、現行の市販ソフトウェアは、シリ
アスゲームも含めて健常の成人や子供を対
象としたものがほとんどであり、そのまま療
育に応用するには問題をはらむ場合も多い。
すなわち、発達障害児への適用に当たっては、
獲得した行動の修正に困難をもつものが多
いため、不適切な使用を抑制し適切な使用に
誘導することが一般の場合よりも格段に重
要である。そのため当事者本人の能力向上に
資するような使用方法への誘導が容易に行
えるような機能を持たせる必要があるので、
市販のゲーム機会やゲームソフトをそのま
ま利用すれば足りるものとは言えず、必要な
機能とその実現方法を研究する必要がある。 
 

２．研究の目的 
発達障害者の療育において、工学支援の第

一段階の研究として、ゲーム機を応用した発
達障害児の身体制御機能向上訓練用補助機
器または方法の開発可能性を検討し、具体的
な方法を例示する。さらに、前述したように、
個別対応の情報の集積から共通に利用可能
なデータベース化に必要な項目を明らかに
し、多くの当事者にある程度共通的なツール
が開発・提供される可能性を明らかにするこ
とを目的とする。 
 

３．研究の方法 
初年度において、発達障害者に多く共通す

る身体制御機能上の困難項目を調査し、あわ
せて現存する市販のゲーム機械やゲームソ
フトをそのまま適用する場合の弊害を検討
し、訓練補助機器または訓練方法の設計に必

要な仕様を明らかにする。これと併行して、
発達障害者の療育において、個別対応の情報
の集積から共通に利用可能なデータベース
化に必要な項目を調査する。 
2年度目以降において、初年度に行う必要

項目の調査結果を受けて、必要なデータベー
ス化の項目を抽出する。また、初年度に行う
仕様検討の結果に基づき、発達障害児に適用
可能な身体制御機能向上訓練用補助機器ま
たは方法の開発可能性を検討し、具体的な方
法を例示あるいは試作する。最終年度には例
示または試作した方法の適用性について、実
際の試用を含んで可能性や有用性や評価・検
討し、実用化に向けた課題の抽出を行う。 
 
４．研究成果 
 本課題は以上の観点に基づく全く新たな
研究課題であるので，初年度である平成 21
年度においては，発達障害者に多く共通する
身体制御機能などの困難項目（たとえば姿勢
保持困難、注視困難、感覚過敏やそれらに関
連した不適切な反応行動など）、既存のゲー
ムをそのまま適用する場合の副作用、訓練補
助機器または訓練方法として必要な機能や
設計に必要な仕様について検討したところ，
基本項目として次のとおり設定することが
必要であるとの結論が得られた。ひとつは，
対象とする動作としてまず姿勢の保持，特に
静止した立位，椅子座位の保持を最初の訓練
項目とすることである。これら基本姿勢の教
育場面でのニーズを確認した。また，常同行
動に配慮が必要で，その具体策は平成 22年
度に引き続き検討することとした。さらに，
既存のゲームで重心動揺計的な機能を備え
たものがあり，これをベースとして装置を開
発することが簡便で有効な提案となるであ
ろうとの見通しが得られた。 

そこで平成 22年度においては、前年度の
成果に基づき、基本姿勢から身体コントロー
ルの巧緻性向上にいたる過程を整理し、実用
的観点から簡単な応用動作を加味した仕様
を採用するとともに、ゲームとしての実現方
法を検討した上で、２種類のゲームソフトウ
ェアを試作した。 

それらを踏まえて最終年度である平成 23
年度には、試作したゲームを試用しながら効
果の検討と評価、改良点の抽出と実用化に向
けて必要となる開発事項の整理を行った。試
用に先立つ試行を行い、いくつかの仕様項目
について前年度の成果に改良を加えたうえ
で、実際の教育実践に試用して一定の効果を
確認した。特に、自閉症スペクトラム障害
（ASD）において支障になりがちな「新規の
課題に対する抵抗、拒絶」が起こらず、課題
がわかりやすく、モチベーション維持の効果
があることが、定性的にではあるが確認でき
た。最終年度においては、それとともに、初



年度からの成果を積極的に発表して普及に
努めた。 
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